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Ⅰ．事業実施結果の概要 

概 況 

団塊の世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年を迎え、さらに生産年齢人口の急速な減少が見

込まれる 2040 年を見据え、社会保障構造の見直しが進められている。こうした中、厚生労働

省の令和 7年度予算における福祉用具・介護テクノロジー関連の重点事項として、介護分野

では「介護テクノロジー導入・協働化等支援事業」や「介護テクノロジー開発等加速化事

業」等が盛り込まれた。これにより、介護現場へのテクノロジー及び ICT の導入を通じて、

生産性の向上と働きやすい職場環境の実現を図る施策の推進が、業界及び各自治体に求めら

れている。 

 

 高齢者の介護分野においては、厚生労働省の補助を受け、「福祉用具・介護テクノロジー実

用化支援事業」を実施し、福祉用具及び介護テクノロジーの実用化を促進する環境整備を進

めるとともに、開発から普及までの一連の流れの加速化に取り組んだ。 

 

 また、障害福祉分野においては、厚生労働省の令和 6年度補正予算による「自立支援機器

実証・普及支援モデル事業」に基づき、製造事業者、仲介者及び障害者を雇用する企業等が

連携し、支援機器の実証・モニター評価を実施した。その成果を広く周知することにより、

機器開発及び普及の加速並びに障害者の就労促進を図った。 

 加えて、厚生労働省の令和 7 年度補助事業として「障害者自立支援機器開発・普及啓発促

進事業」を実施し、ニーズとシーズのマッチングを推進するとともに、製品化された支援機

器の普及・啓発に取り組んだ。あわせて、当協会ホームページ上に「障害者のための支援機

器情報プラットフォーム」を整備し、関連情報の積極的な提供を開始した。 

 

 このほか、当協会は政府施策の動向を踏まえつつ、福祉用具に関する調査研究及び開発の

推進、情報の収集・提供、人材養成、義肢装具士に係る試験事務等の各種事業を着実に実施

した。特に、近年重要性が高まっているフレイル予防や認知症対策の観点から、高齢難聴者

の早期発見・早期介入に資する体制整備として、認定補聴器技能者の養成・研修及び認定補

聴器専門店の認定事業を推進した。 

 

 以上の結果、令和 7年度事業は、概ね当初計画どおりの成果を達成した。  
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１．福祉用具情報の収集及び提供に関する事業（公益目的事業１） 

 

（１）福祉用具情報システム（ＴＡＩＳ）事業 

    

 高齢者・障害者の適切な福祉用具の選定と効果的な利用を促進するため、国内の福祉用具

メーカー又は輸入事業者から「企業」及び「福祉用具」に関する詳細情報を収集し、協会ホ

ームページを通じて、全国の市区町村をはじめ、福祉用具貸与事業者、介護施設・事業所の

ほか、介護支援専門員や家族介護者等に対して情報発信した。 

 令和７年度は、情報の量と質の向上を図るため、ＴＡＩＳがより利用しやすくなるようシ

ステム改修を行うとともに、介護施設等への導入支援が進められている厚生労働省が行う導

入支援の対象となりうる製品についても、積極的に情報収集及び提供を行った。 

 

《 令和８年３月末現在 情報総数 》 

企 業 情 報 ９６２社 

用 具 情 報 １９，３６８点 

 

■福祉用具情報の分類別件数 

大 分 類 項 目 登録件数 構成比(%) 

03 治療訓練用具 1,043 5.39 

06 義肢・装具 23 0.12 

09 パ－ソナルケア関連用具 1,729 8.93 

12 移動機器 7,472 38.58 

15 家事用具 37 0.19 

18 家具・建具・建築設備 7,584 39.16 

21 コミュニケ－ション関連用具 1,277 6.59 

24 操作用具 24 0.12 

27 環境改善機器・操作用具 35 0.18 

30 レクリエ－ション用具 3 0.01 

89 その他の用具 11 0.06 

90 介護業務支援機器 130 0.67 

合     計 19,368 100.0 

 

■介護保険対象用具（用具情報のうち） 

貸   与 １４，８９６点  

購   入 ２，１７１点 ※選択制対象製品７２２点含む。 

計 １７，０６７点  

 

■登録件数の推移 

事業年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

企業情報件数 
（対前年度増減） 

811 

（△4） 

797 

（△14） 

783 

（△14） 

801 

（18） 

962 

（161） 

用具情報件数 
（対前年度増減） 

15,270 

（658） 

15,808 

（538） 

16,837 

（1,029） 

17,444 

（607） 

19,368 

（1,924） 
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（２）福祉用具ニーズ情報収集・提供システム事業 

 

 協会ホームページを通じて、障害者や介護者等からの福祉用具に関するご意見・ご要望、お

困り事等の詳細情報を収集し、全国の福祉用具メーカーや開発・研究者等へ提供した。障害者

や高齢者等が真に必要とする福祉用具についての生の声に触れることにより、ニーズを的確に

捉えた実用的な福祉用具の研究開発を推進した。 

 なお、本システムでは、メーカーや研究者等から新しい製品や技術の投稿を可能にするとと

もに、障害福祉の関係者や行政等が自由に投稿できるお知らせ（掲示版）機能を設けている。 

             令和８年３月末現在 投稿件数 １，０８８件 

 

 

（３）補装具製作業者情報システム事業 

 

障害者や市町村等の担当者が適切な補装具を選定できるようにするため、義肢製作所の所在

地や取扱い種目、義肢装具士等の情報を協会ホームページから情報発信している。 

 

    《 令和８年３月末現在 情報総数 》 

 

義肢製作所  ２３５製作所 

 

 

（４）義肢装具等完成用部品情報システム事業 

 

 障害者総合支援法に基づく「義肢・装具及び座位保持装置の完成用部品」について、障害者

の身体状況や使用環境に適合した適切な部品が選定・処方されるよう、当該部品の対象者とそ

の効果、さらには適応範囲や調整方法等に関する詳細情報を収集し、協会ホームページから情

報発信している。 

 

    《 令和８年３月末現在 情報総数 》 

 

企 業 情 報 ６９社 

部 品 情 報 ３，００９点 

（内 訳） 

  殻構造義肢    ６８９点 

  骨格構造義肢 １，３４６点 

  装具       ６４６点 

  姿勢保持装置   ３２８点 
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（５）自助具の製作支援等情報提供事業  

  

 障害者の自立を支援するものとして、個別のニーズに応じて製作される自助具について、特

定非営利活動法人「自助具の部屋」と連携して、自助具製作に有用な材料や工作法等に関する

詳細情報を収集し、全国の自助具工房及びリハビリテーションセンター等へ情報提供した。 

        令和８年３月末現在 登録数    既製品１５３件  製作事例２１８件 

 

 

２．福祉用具の適合調整、使用指導等を行う福祉用具関係技能者の養成、 

              資格認定及び研修等に関する事業（公益目的事業２） 

 

（１）福祉用具プランナー養成事業 

 

 福祉用具の選定や使用方法等に関する専門的な知識を有し、福祉用具が適切に利活用でき

るように支援する役割を担う福祉用具プランナー認定講習を実施した。 

 福祉用具プランナーの資質向上と適切な福祉用具の選定・適合を推奨するため消費生活協

同組合助成金事業で作成した車椅子、電動ベッドの安全な使い方に関する啓発動画を集合研

修の補助資料として各集合研修実施機関へ提供し活用を促した。 

 介護テクノロジーに関連する科目の付加については、現行のカリキュラムに介護テクノロ

ジーに関連する部分は包含されているが、各集合研修実施機関からの申請に基づき、現行の

カリキュラム以外に介護テクノロジーに関連する科目を追加し集合研修を実施する場合に

は、追加内容を精査したうえで付加科目として実施を承認した。 

                            （認定者累計 16,308 名） 

 なお、福祉用具プランナーのさらなる質の向上を図り、福祉用具プランナー認定講習等の

指導者（講師）養成、福祉用具貸与事業者等の管理職養成を目的に、福祉用具プランナーの

上級資格である「福祉用具プランナー管理指導者養成研修」の実施については、受講希望者

からの要望を受けて、単年度で資格取得が可能となるよう４コースを実施している。 

福祉用具を必要とする高齢者、障害者のニーズの変化や、介護テクノロジーの普及、福祉

用具を活用した介護環境、介護技術の変化にも対応するため、福祉用具プランナー管理指導

者養成研修カリキュラムの見直し、再構築についても今後検討する。 

（認定者累計 176 名） 

 

①  福祉用具プランナー認定講習 

１）テクノエイド協会主催 

・開 催 地      東 京 

・修 了 者      ５０名 

２）他団体と共催 

ａ）介護実習・普及センター 

・開 催 地       北海道、富 山、愛 知 

・修 了 者       ３６名 
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ｂ）関係団体 

・開 催 地       東 京、神奈川、滋 賀、大 阪、福 岡 

・修 了 者       １１３名 

３）教育機関と共催（新潟医療福祉大学、神戸医療福祉専門学校） 

・開 催 地       新 潟、兵 庫 

・修 了 者       ３６名 

 

■修了者の推移 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

修  了  者 
（対前年度増減） 

１７３ 

（５６） 

３１２ 

（１３９） 

２７４ 

（△３８） 

２６８ 

（△６） 

２３５ 

（△３３） 

      （注）令和 3 年度は令和 4 年 4月実施分を含む。 

 

② 福祉用具プランナー管理指導者養成研修 

 

開催コース 研修期間 開催地 受講者数 

起居移乗コース R７.5.1７（土）～2３（金） 東 京  ５名 

車椅子シーティングコース R７.９.１６（火）～２２（月） 東 京  ６名 

福祉用具工学コース R７.11.1２（水）～１８（火） 東 京  ４名 

管理・指導コース R８.1.１９（月）～２５（日） 東 京  ５名 

 

 

（２）可搬型階段昇降機安全指導員の認定と講習会の実施 

 

 介護保険制度において可搬型階段昇降機を貸与する事業者（福祉用具専門相談員）には、

メーカー等による操作講習を受講し、実際に貸与する際に可搬型階段昇降機を介護者に使用

させながら操作指導を行うことが義務付けられている。 

このため、国内メーカー等が加入している「全国福祉用具人材育成協会」と連携し、可搬

型階段昇降機の安全指導員講習基礎講習および機種別講習を実施し、一定の水準に達した者

に可搬型階段昇降機安全指導員資格証を交付した。 

                  （安全指導員資格証交付者数累計 3,388 名） 

① 基礎講習開催実績 

１）テクノエイド協会主催 

  ・開 催 地   東 京 

  ・修 了 者    ６６名 

２）他団体と共催 

  ・開 催 地   宮 城、静 岡、大 阪、兵 庫、沖 縄 

  ・修 了 者   １０９名 

② 可搬型階段昇降機安全指導員資格証の交付実績 

   ・交付者数   １０４名 
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■基礎講習修了者及び資格証交付実績の推移 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

基礎講習修了者 
（対前年度増減） 

２１３ 

（１１４） 

２４５ 

（３２） 

１９８ 

（△４７） 

１４７ 

（△５１） 

１７５ 

（２８） 

資格証交付実績 
（対前年度増減） 

１３２ 

（２８） 

１９６ 

（６４） 

１６７ 

（△２９） 

１１０ 

（△５７） 

１０４ 

（△６） 

 

 

（３）リフトリーダー養成事業 

 

 施設等介護従事者の腰痛予防や要介護者の移乗動作を安心・安全に行うためのリフト等の

移乗用具を適切に導入、利用するためには施設内で使用計画・利用相談・適切な使用のため

の研修・使用方法の指導等が重要であり、この中核となる人材としてリフトリーダーの養成

研修を実施した。 

 また、カリキュラムの見直しおよびテキストの改訂については、類似する研修・資格制度

を参考に関係団体等の意見を踏まえ更なる検討を重ね、関係団体との調整が整いしだい新カ

リキュラムに移行する予定である。 

                     （修了者累計 8,031 名） 

 

   ○リフトリーダー養成研修開催実績 

①テクノエイド協会主催 

  ・開 催 地   東 京 

  ・修 了 者   ４３名 

②介護実習・普及センター（テクノエイド協会主催） 

  ・開 催 地   茨 城、富 山、岐 阜、愛 知、佐 賀、大 分 

  ・修 了 者   １８７名 

③他団体と共催 

  ・開 催 地   北海道、栃 木、群 馬、千 葉、東 京、神奈川、滋 賀、 

大 阪、兵 庫、鳥 取、愛 媛、熊 本、沖 縄 

  ・修 了 者   ２９７名 

④教育機関（国際医療福祉大学大学院、沖縄リハビリテーション福祉学院、 

沖縄福祉保育専門学校） 

  ・開 催 地   沖 縄 

  ・修 了 者   ４９名 

 

■修了者の推移 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

修  了  者 
（対前年度増減） 

２３１ 

（４５） 

５３３ 

（３０２） 

６６０ 

（１２７） 

６５６ 

（△４） 

５７６ 

（△８０） 
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（４）車椅子姿勢保持基礎講習 

 

 高齢者の体幹機能や座位保持機能の低下を軽減し、活動範囲の拡大と自立促進を目的と

した車椅子での適切な姿勢保持の知識、技術を習得するための講習会（高齢分野、障害分

野）を実施した。          （修了者累計高齢分野 173 名／障害分野 340 名） 

    

   【高齢分野】 

①他団体と共催 

  ・開 催 地   東 京 

  ・修 了 者   ２３名 

【障害分野】 

①テクノエイド協会主催 

・開 催 地   東 京 

  ・修 了 者    ６名 

②他団体と共催 

  ・開 催 地   東 京 

  ・修 了 者   ９３名 

■修了者の推移 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

高 齢 分 野 
（対前年度増減） 

２０ 

（△４） 

５３ 

（３３） 

４３ 

（△１０） 

１８ 

（△２５） 

２３ 

（５） 

障 害 分 野 
（対前年度増減） 

４８ 

 

５０ 

（２） 

６０ 

（１０） 

６８ 

（８） 

９９ 

（３１） 

     （注１）車椅子姿勢保持基礎講習の前身である「車いすフィッティングセミナー」 

         修了者は 409 名である。 

 

 

（５）福祉用具テーマ別セミナー 

 

特定のテーマを設定し、対象者を絞った専門性の高いセミナーを開催し、福祉用具、住宅

改修等が生活全般の支援に役立つための専門的な知識、技術の向上を図ることを目的に、令

和７年度は５テーマ（７開催）のセミナーを企画し実施した。 

 

テ － マ 開  催  日 受講者数 

ノーリフティングケアの基礎知識を学ぼう【東京開催】 令和７年７月４日（金） ２７名 

ノーリフティングケアの基礎知識を学ぼう【北海道開催】 令和７年７月１６日（水） ３２名 

初心者のための工具の基礎知識から車椅子の点検・整備 令和７年８月１日（金）  ８名 

福祉用具と考える住宅改修 令和７年８月３０日（土） １９名 

ノーリフティングケアの基礎知識を学ぼう【福岡開催】 令和７年９月１０日（水） ２２名 

“隙間を埋める”から“重さを支える”へ【徳島開催】 令和７年１０月３１日（金） ２１名 

福祉用具のヒヤリハットを学ぼう 令和８年１月２８日（水） １４名 
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（６）認定補聴器技能者の養成 

 

 補聴器の安全で効果的な利用を推進するため、補聴器の選定等の相談に応じ、購入希望者

に対する適合調整を実施し、使用指導を行うために必要な知識及び技能の習得を目的として

認定補聴器技能者の4年間にわたる養成講習を行うとともに、最終年に認定試験を実施した。 

 また、申請、受講料納付前後の処理（請求書、領収書の自動発行）、申請取消、補聴器相談

医検索画面等、受講者の利便性に考慮したシステムの一部改修を行った。 

 さらに、補装具費支給制度において、認定補聴器技能者が補聴器を調整する場合に加算額

が支給されることに伴い、市区町村担当者が認定補聴器技能者の勤務先等を確認することが

できるよう協会ホームページから情報提供した。 

① 認定補聴器技能者養成講習会を次のとおり実施した。 

 １）第Ⅰ期養成課程のｅラーニング 

区  分 受講期間 受講者数 修了者数 

第Ⅰ期養成課程のｅラーニング 
R7.7.1(月) 

～10.31(木) 
６３９名 ６０６名 

 

 ２）第Ⅰ期養成課程のスクーリング 

区  分 開 催 日 場 所 受講者数 修了者数 

第１回 第Ⅰ期養成課程のスクーリング 
R8.1.15（木） 
～1.16（金） 東 京 ２８７名 ２８１名 

第２回 第Ⅰ期養成課程のスクーリング 
R8.1.22（木） 
～1.23（金） 東 京 ３０４名 ２９５名 

合      計 ５９１名 ５７６名 

    ※「修了者数」には、再受験での修了者も含む。 

 

 ３）第Ⅱ期養成課程の集合講習 

区  分 開 催 日 場 所 受講者数 修了者数 

第１回 第Ⅱ期養成課程の集合講習 
R7.11.17（月） 
～11.21（金） 東 京 ３１４名 ３０７名 

第２回 第Ⅱ期養成課程の集合講習 
R7.12.1（月） 
～12.5（金） 東 京 ２５３名 ２４９名 

合      計 ５６７名 ５５６名 

    ※「修了者数」には、再受験での修了者も含む。 

 

４）第Ⅲ期養成課程の実技実習 

区  分 開 催 日 場 所 受講者数 修了者数 

第１回 第Ⅲ期養成課程の実技実習 
R7.8.5（月） 
～8.6（火） 東 京 １９９名 １９８名 

第２回 第Ⅲ期養成課程の実技実習 
R7.8.7（水） 
～8.8（木） 東 京 ２０６名 ２０６名 

第３回 第Ⅲ期養成課程の実技実習 
R7.8.8（木） 
～8.9（金） 東 京 ２０４名 ２０２名 

合      計 ６０９名 ６０６名 
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５）第Ⅳ期養成課程の集合講習 

区  分 開 催 日 場 所 受講者数 

大阪開催 R7.6.4（水） 大 阪 １５７名 

福岡開催 R7.6.13（水） 福 岡  ６６名 

東京開催 R7.6.30（月） 東 京 １９２名 

大宮開催 R7.7.1（火） 埼 玉  ９１名 

合      計 ５０６名 

 

 

６）認定補聴器技能者試験 

区 分 試 験 日 場 所 
出願者
（名） 

受験者
（名） 

合格者
（名） 

合格率
（％） 

第３３回認定補聴器 

         技能者試験 
R7.11.5（水） 東 京 ５７６ ５７６ ４８９ ８４．９ 

      認定補聴器技能者試験合格者累計：７，２６０名（平成５年第１回～令和７年度第３３回） 

      認定補聴器技能者登録者数：５，５７３名（令和８年４月１日現在） 

 

 

■受講者及び受験者の推移 

 第Ⅰ期養成課程 

ｅ ラ ー ニ ン グ 

第Ⅰ期養成課程 

スクーリング  

第Ⅱ期養成課程 

集 合 講 習 

第Ⅲ期養成課程 

実 技 実 習 

第Ⅳ期養成課程 

集 合 講 習 

認 定 補 聴 器  

技 能 者 試 験  

令和５年度 
（対前年度 

増  減） 

７５５ 

（２０４） 

７０１ 

（１１０） 

５５１ 

（△９４） 

６６０ 

（２１７） 

４１３ 

（２８） 

４２０ 

（３２） 

令和６年度 
（対前年度 

増  減） 

６９８ 

（△５７） 

６０２ 

（△９９） 

６０２ 

（５１） 

５５７ 

（△１０３） 

６４７ 

（２３４） 

６３５ 

（２１５） 

令和７年度 
（対前年度 

増  減） 

６３９ 

（△５９） 

５９１ 

（△１１） 

５６７ 

（△３５） 

６０９ 

（５２） 

５０６ 

（△１４１） 

５７６ 

（△５９） 

 

 

② 認定補聴器技能者に対する講習を次のとおり実施した。 

  （資格更新のため、５年以内に指定された７課目の講習受講が必要） 

区  分 課   目 開 催 日 場 所 受講者数 

愛知開催 
法規、接遇、音声・言語、機能・音

響、フィッティング障害者福祉・リハ、

臨床医学 

R7.6.17（火） 
～6.18（水） 名古屋 １９０名 

宮城開催 
法規、接遇、音声・言語、機能・音

響、フィッティング障害者福祉・リハ、

臨床医学 

R7.6.25（水） 
～6.26（木） 仙 台 ８０名 

福岡開催 
臨床医学、補聴器の機能・音響、接

遇、障害者福祉・リハ 

R7.7.8（火） 
～7.9（水） 福 岡 １３７名 

埼玉開催 
法規、接遇、音声・言語、機能・音

響、フィッティング障害者福祉・リハ、

臨床医学 

R7.7.14（月） 
～7.15（火） 大 宮 １１６名 

北海道開催 
法規、接遇、音声・言語、機能・音

響、フィッティング障害者福祉・リハ、

臨床医学 

R7.7.17（木） 
～7.18（金） 札 幌 ７２名 
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岡山開催 
法規、接遇、音声・言語、機能・音

響、フィッティング障害者福祉・リハ、

臨床医学 

R7.7.23（水） 
～7.24（木） 岡 山 ９９名 

神奈川開催 
法規、接遇、音声・言語、機能・音

響、フィッティング障害者福祉・リハ、

臨床医学 

R7.7.30（火） 
～7.31（水） 川 崎 １２０名 

大阪開催 
法規、機能・音響、接遇、障害者福

祉・リハ、フィッティング、臨床医学、

音声・言語 

R7.8.6（水） 
～8.7（木） 大 阪 １９２名 

東京開催 
法規、接遇、音声・言語、機能・音

響、フィッティング障害者福祉・リハ、

臨床医学 

R7.9.1（月） 
～9.2（火） 東 京 ２２２名 

合      計 １，２２８名 

 

 

３．福祉用具の臨床的評価に関する事業（公益目的事業３） 

 

 福祉用具の有効性・安全性の確保・利用の促進という視点で、他団体が行う認証

制度、アワード情報を福祉用具情報システム（TAIS）から情報提供した。また、類

似製品との差別化や製品の選択・導入検討時の参考を目的に「モニター評価報告書」

を情報提供した。 

 

 

４．福祉用具等に関する調査研究事業（公益目的事業４） 

 

（１）厚生労働省の補助金等による事業 

 

①  福祉機器開発普及等事業 

 昨年実施した知的障害者の支援機器使用状況アンケートを基に、支援機器の活用実態

や適合・調整状況を把握し、特に障害特性と使用場面を統合した分析により、使用上の

課題を体系的に抽出した。これらの課題は具体的ニーズとして整理され、将来必要とな

る支援機器の方向性を示す基礎資料となった。また、当協会では収集したニーズをシス

テムに集約し、当事者・家族からの要望と併せてメーカーへ提供するとともに、蓄積デ

ータを整理・体系化し、今後の開発支援に活用できる基盤整備を進めた。 

 

②  障害者自立支援機器開発・普及啓発促進事業 

 支援機器のユーザー側ニーズと開発側シーズのマッチングを目的に「ニーズ・シーズ

マッチング交流会 2025」を開催し、地域で支援機器の開発・普及に取り組む事業者・団

体へ働きかけ、交流会を活用した事例報告会も実施した。また、製品化された障害者自

立支援機器の普及啓発にも取り組んだ。 

令和７年度は、地域の実情に応じた支援機器の開発・普及を促進するため、静岡と佐

賀で地域交流会を開催した。さらに、協会ホームページに「障害者のための支援機器情

報プラットフォーム」を設置し、開発企業情報、マッチング支援、普及事例、動画、地

域交流会成果、モニター評価機関募集など、支援機器開発・普及に関する情報提供を積

極的に行った。 
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【Ｗｅｂ開催】 

・開 催 日  令和７年１０月１日（水）～令和８年１月３１日（土） 

・場   所  テクノエイド協会 Ｗｅｂ交流プラットフォーム内 

・出 展 参 加  ９９企業・団体 

・トップページアクセス数 １１,７５６回 

【東京開催】 

・開 催 日  令和７年１２月１８日（木）～２０日（土）／３日間 

・場   所  東京都立産業貿易センター浜松町館（３階展示室） 

・出 展 参 加  ９９企業・団体 

・当日来場者  ９３９名 

 

③ 自立支援機器実証・普及支援モデル事業 

 障害者等と開発企業の仲介に入り実証評価や機器の開発・改良を支援する人材を育成

するとともに障害者等を雇用している企業等において実際に支援機器を使用し、その結

果（試用効果及び改良の示唆）について実証を行うことにより、障害者の就労支援を促

進した。 

 令和７年度は１３企業を採択し、各評価チームから提出のあったモニター評価の結果

について、当協会の専用ホームページに掲載し、その効果を広くＰＲするとともに、支

援機器改良の示唆ならびに普及啓発を行った。 

 

④ 福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業 

 福祉用具・介護テクノロジー（以下「介護テクノロジー等」）について、開発・普及の

支援と開発企業や介護施設に必要な情報提供等を行った。また、相談窓口を設置し、行

政、関係団体、一般の方等の幅広い問合せに対応する体制を整えた。 

 令和７年度は、介護テクノロジーの「介護現場の生産性向上に向けた介護テクノロジ

ー開発等支援事業（リビングラボ事業）」等において必要なツール作成等の支援業務等を

はじめ、介護機器の利用に関する安全性の確保や普及活動を行うことにより、介護テク

ノロジーの実用化を促す環境を整備し、介護テクノロジーの開発から普及までの一連の

流れを加速化することを目的とした。 

 本事業で実施した主な事業内容は以下のとおりである。 

 

 １）モニター調査等の実施 

 高齢者介護の現場において、真に必要とされる介護機器等の開発に資するため、

開発早期段階の介護機器等について意見交換を行う「介護現場と開発企業の意見交

換実施事業」、実機による試用を行い専門職が助言する「試作機器へのアドバイス支

援事業」及び、実際の介護現場において使い勝手の確認等を行う「モニター調査事

業」を実施した。 

 

 ２）介護テクノロジー等シンポジウム 

 国民の誰もが介護テクノロジーについて必要な知識が得られるよう普及・啓発を

促進するため、「介護テクノロジー等シンポジウム」を開催した。会場及びオンライ
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ン参加を合わせ、約７５０名の方にご参加いただいた。 

 

 ３）介護テクノロジー活用ミーティング 

 介護職員による介護機器の効果的な活用を促すことを目的に「介護テクノロジー

活用ミーティング」を開催した。 

 発表者は有識者の他、介護テクノロジーの開発・実証フィールドに登録している

施設・事業所等からも希望者を募り、１０事業所（10 事例）にご発表いただいた。 

 

 ４）介護テクノロジー等の実態調査 

 都道府県の地域医療介護総合確保基金によって実施されている「介護テクノロジ

ーの導入支援事業」等の実施状況についての取りまとめを行った。 

 また、開発・導入に係る助成制度について全国調査を行い、その結果を都道府県

別に閲覧できるよう集約した。 

 

 ５）介護機器等の安全利用に関する取組 

 本取組みでは、福祉用具等の利用に伴う安全性等の確保をより一層推進するた

め、「事故やヒヤリハットの情報」を効果的に活用するための検討委員会を設立し、

必要な整理を行うとともに、事故等の報告及び関係機関等への発信を行った。 

 具体的には、実際に発生した事故情報等の要因分析を行い、重症事故等を未然に

防ぐための事例を作成し、冊子の配布及びホームページから情報発信した。これま

での取組を合わせ、全４３４事例の情報提供を行っている。 

 

 ６）冊子の作成 

 モニター調査等の実施結果を取りまとめた「福祉用具・介護テクノロジーの開発

と普及」及び、全国の相談窓口にて試用貸出を受付ける場合に活用する「介護テク

ノロジーの試用貸出リスト」などの冊子を作成し関係機関等へ情報提供を行った。 

 

⑤ 福祉用具貸与価格適正化推進事業 

 介護保険における福祉用具貸与価格の適正化を推進するため関係機関と連携を図り

ながら、価格情報の把握及び公表、相談窓口の設置等を行った。 

 福祉用具貸与サービスの給付費請求時に必要とされる商品コードについては、毎月１

日に公表するとともに、貸与価格の上限については、令和７年４月、７月、１１月及び

令和８年１月の計４回、厚生労働省及び国保中央会とデータ連携を行い、協会ホームペ

ージから情報提供した。 

 

⑥ 障害者政策総合研究事業 

補聴器の修理基準価格は制度上の煩雑さが大きくなっており、市場における実際の修

理費用との乖離もみられている。また、近年の補聴器のデジタル化や高機能化に伴う部

品コストや修理技術料も変動している。 

このような背景から、実効性のある基準価格策定に資する客観的かつ精緻な情報収集

を目的に補聴器メーカーを対象にアンケート調査を実施した。 
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（２）消費生活協同組合の助成金による事業 

○消費生活協同組合助成金事業 

 肢体不自由児の日常生活支援に役立つ福祉用具について分かりやすく解説する動画を

作成し、ホームページや動画サイト等で配信した。 

 

 

５．義肢装具士国家試験の実施（公益目的事業５） 

 

義肢装具士法による指定試験機関として、第３９回義肢装具士国家試験を実施した。 

 

・試 験 日   令和８年２月２０日（金） 

・試 験 地   東 京 

・合格発表   令和８年３月２６日（木） 

 

■試験結果 

受験者数 合格者数 合格率 

１８６人 １５０人 ８０．６％ 

         第１回～第３９回までの累積合格者数は 6,6１0 名 

 

■受験者、合格者及び合格率の推移 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

受 験 者 数 
（対前年度増減） 

１８１ 

（△４６） 

２００ 

（１９） 

１９４ 

（△６） 

１８６ 

（△８） 

１８６ 

（０） 

合 格 者 数 
（対前年度増減） 

１２４ 

（△４１） 

１６２ 

（３８） 

１５４ 

（△８） 

１３３ 

（△２１） 

１５０ 

（１７） 

合  格  率 ６８．５％ ８１．０％ ７９．４％ ７１．５％ ８０．６％ 

 

 

６．認定補聴器専門店の認定に関する事業（公益目的事業６） 

 

 補聴器の適正な利用・普及の一層の推進を図るため、所要の人的及び物的要件並びに事業運

営上の基準に適合していることが、書類審査と実地調査によって確認された補聴器販売店を

「認定補聴器専門店」として認定するとともに、５年毎の更新認定を受けた店舗と合わせて認

定補聴器専門店に関する情報を協会ホームページから提供した。 

 令和６年度より、更新認定を行う店舗においては書類審査等から総合的に判断し、実地調査

の可否を決定した。令和７年度は、９４店舗（新規認定５６店舗、１年認定７店舗、更新認定

３１店舗）に対し、実地調査を行った。 

 

令和７年度新規認定    ５５店 

令和７年度更新認定   １１４店 

令和８年度認定店（R8.4.1） １，１１９店 
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■新規認定、更新認定及び認定店の推移 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

新 規 認 定 
（対前年度増減） 

９５ 

（９５） 

４９ 

（△４６） 

４０ 

（△９） 

８９ 

（４９） 

５５ 

（△３４） 

更 新 認 定 
（対前年度増減） 

２７８ 

（１３０） 

１２４ 

（△１５４） 

２１１ 

（８７） 

３１４ 

（１０３） 

１１４ 

（△２００） 

認  定  店 
（対前年度増減） 

９５１ 

（７２） 

９８５ 

（３４） 

１，００５ 

（２０） 

１，０８３ 

（７８） 

１，１１９ 

（３６） 

 

 

７．福祉用具に関する書籍等の作成・編集及び販売に関する事業（収益事業） 

 

 福祉用具について学習する者のために、福祉用具関連書籍の販売等を行った。 

 

書 籍 名 販売部数 

福祉用具支援論 ８８ 

ＩＣＦの視点に基づく自立生活支援の福祉用具 ２２２ 

           計 ３１０ 

   

 

 

８．その他 

 

（１）福祉用具の普及及び適正利用の推進を図るための関係団体等との協力に関する事業 

 

①福祉用具関係者新年交流会の開催 

 福祉用具関係者の団体、行政関係者、企業などが一堂に会して報告や意見交換を行い、

ネットワーク形成を行う場としての新年交流会を開催した。 

 

・日  時  令和８年１月１３日（火）１３：３０～１９：３０ 

・会  場  アルカディア市ヶ谷（穂高の間、大雪の間） 

・参 加 者  １１５名（行政、専門職、メーカー、供給事業者等） 

・内  容  第１部 関連団体報告会、第２部 懇親会 

 

   ②介護実習・普及センター等オンラインミーティングの開催 

     開催に向けて日程調整を図ったが参加者の都合がつかず令和７年度は開催に至らなか

ったが、令和８年度は引き続き全国福祉用具相談・研修機関協議会と連携し、介護実習・

普及センターのみならず、福祉用具の研修、展示等を行っている関係団体まで広げ、意見

交換、情報共有を行う会議の開催を検討する。 
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（２）広報活動 

 

① 「福祉用具の日」推進事業の一環として実施する「福祉用具川柳コンテスト」にかかる

ポスター等の配布等を行った。 

 

② 国際福祉機器展等への出展 

下記のとおり展示会等に出展し、国際福祉機器展では、福祉用具、義肢装具及び補聴

器等の適切な普及促進を推進するため、関係団体の協力を得てパネル展示等の啓発普及

活動を行った。 

 

名         称 会    期 会  場 

第１２６回日本耳鼻咽喉科頭頚部外科学会 令和７年５月２７日～３０日 パシフィコ横浜ノース 

第２６回日本言語聴覚学会 令和７年６月２７日～２８日 やまぎん県民ホール 

第５２回国際福祉機器展（ＨＣＲ2025） 令和７年１０月８日～１０日 東京ビックサイト 

 

  ③ ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）による広報活動を実施した。 

 

（３）海外調査の企画支援 

 

 当協会と福祉用具・生活支援用具協会（JASPA）の共同企画により、中華民国台北で開催

される高齢者ケアと健康のための包括的なエコシステム育成に特化した専門展示会「Care 

Expo Taipei2025 展」を視察するとともに、台湾の保険制度レクチャー、福祉用具センタ

ー、義肢装具開発機関、福祉用具販売店訪問及びデイケア施設等の実情視察のための視察

団を派遣した。 

 

 

（４）諸外国との交流支援 

 

①AT Life2025 台湾福祉機器および長期介護展示会等への参加 

 令和７年４月１０日から１３日に台北で開催された「AT Life2025」から招待され、日本

の福祉用具ならびに介護テクノロジーに係る最近の取り組み状況を報告した。 

併せて、会期中に開催された優良貸与製品に対する表彰式にも参加した。 

 

②台湾衛生福利部及び陽明交通大学との福祉用具・介護テクノロジー関係会議 

令和７年１２月、台湾の陽明交通大学から招待され、高齢者・障害者に係る福祉用具・

介護テクノロジーのデータベース構築に関する情報交換を行うとともに、衛生福利部を訪

問し、日本と台湾の福祉用具等に関する施策の動向や現状の課題について、情報交換を行

った。 
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Ⅱ．理事会・評議員会の開催状況 

 

開催年月日 回     次 主 な 議 題 等 出 席 等 

令和７年５月２７日 第１回理事会 ・決議事項 

 ①令和６年度事業報告及び決算 

 ②任期満了に伴う役員候補者を選考 

委員会へ推薦する件 

 ③定款の改正及び顧問の選任 

 ④評議員の辞任表明に伴う評議員 

候補者(案)を評議員選考委員会に 

推薦する件 

 ⑤諸規程改正等 

 ⑥第１回評議員会の招集 

・報告事項 

 ①令和６年度役員の利益相反取引結果 

の報告について 

 ②基本財産の運用状況について 

 ③職務の執行状況について 

 

決議に必要な出席

理事の数８名（出席

１３名、欠席２名）、

監事出席２名 

令和７年６月２０日 第１回評議員会 ・報告事項 

 ①令和６年度事業計画及び予算変更 

 ②令和７年度事業計画及び予算 

 ③基本財産の運用状況について 

 ④職務の執行状況について 

 ⑤公益法人等制度改革について 

・決議事項 

 ①令和６年度事業報告及び決算 

 ②任期満了に伴う役員選任 

 ③定款の改正及び顧問設置 

 ④評議員の辞任に伴う評議員選任 

 ⑤諸規程改正等 

 

決議に必要な出席

評議員の数８名（出

席１２名、欠席３名） 

令和７年６月２０日 第２回理事会 ・決議事項 

 ①理事長及び常務理事の選定 

決議に必要な出席

理事の数８名（出席

１０名、欠席５名）、

監事出席１名 
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令和８年２月１７日 第３回理事会 ・決議事項 

 ①令和７年度事業計画及び予算変更 

 ②令和８年度事業計画及び予算 

 ③役員辞任に伴う公募及び役員候補者

選考委員会において役員の選任を行う

ことについて 

 ④諸規程の改正 

 ⑤役員等賠償責任保険契約の更新 

 ⑥理事の利益相反取引承認 

 ⑦第２回評議員会の招集 

・報告事項 

 ①職務の執行状況について 

 

決議に必要な出席

理事の数８名（出席

１３名、欠席２名）、

監事出席２名 

令和８年３月１６日 

 

第２回評議員会 

書面決議 

・決議事項 

 ①役員等賠償責任保険契約の更新 

 ②賛助会員規程の一部改正を行う件 

 ③公益財団法人テクノエイド協会常勤 

役員・非常勤役員災害補償規程を定 

める件 

 

評議員１５名（書面

による同意書） 
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Ⅲ．賛助会員の現況 

１．会員の構成（令和８年３月末現在） 

 

法人会員：６２団体（７９口）  個人会員：７名（７口） 

 

【内 訳】 

属   性 会員数 構成比 

福祉用具製造事業者 ４１ 59.4% 

福祉用具供給事業者  ４  5.8% 

関係団体 １１ 16.0% 

介護・福祉施設  １ 1.4% 

その他の企業  ５ 7.3% 

個人  ７ 10.1% 

計 ６９ 100% 

 

 

２．入 会及び退 会 

 

○入 会（法人３団体、個人１名） 

   

   

○退 会（法人３団体） 
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Ⅳ．委員会等の開催状況（テクノエイド協会が主催等を行うもの） 

 

開 催 日 行   事   等 

4月24日 第1回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

5月9日 

福祉用具プランナー研修 認定試験委員会 

可搬型階段昇降機安全指導員講習（基礎講習） 

生協助成金 第１回動画制作編集会議 

5月12日 福祉用具プランナー研修 認定試験委員会 

5月15日 監事監査 

5月17日 福祉用具プランナー管理指導者（起居移乗コース）～23日 

5月26日 第2回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

5月27日 第１回理事会 

5月28日 福祉用具プランナー研修 認定試験委員会 

6月4日 認定補聴器技能者 第Ⅳ期養成課程集合講習（大阪開催） 

6月13日 認定補聴器技能者 第Ⅳ期養成課程集合講習（福岡開催） 

6月16日 義肢装具士国家試験 方針決定・出題依頼会議 

6月17日 
認定補聴器技能者に対する講習（名古屋開催）～18日 

第1回 厚生労働省が行う導入支援の対象となりうる製品の検討委員会 

6月18日 介護テクノロジーメーカー連絡会議（TOC有明） 

6月19日 生協助成金 第2回動画制作編集会議 

6月20日 
第１回評議員会 

第２回理事会 

6月23日 認定補聴器専門店 書類審査・実地調査委員会議 

6月24日 第3回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

6月25日 認定補聴器技能者に対する講習（仙台開催）～26日 

6月27日 就労支援プロジェクト・公募説明会（東京） 

6月30日 認定補聴器技能者 第Ⅳ期養成課程集合講習（東京開催） 

7月1日 認定補聴器技能者 第Ⅳ期養成課程集合講習（大宮開催） 

7月4日 福祉用具テーマ別セミナー「ノーリフティングの基礎知識を学ぼう」 

7月8日 認定補聴器技能者に対する講習（福岡開催）～9日 

7月14日 認定補聴器技能者に対する講習（大宮開催）～15日 

7月16日 福祉用具テーマ別セミナー「ノーリフティングの基礎知識を学ぼう」（札幌開催） 

7月17日 
認定補聴器技能者に対する講習（札幌開催）～18日 

ニーズ・シーズマッチング交流会出展者説明会 

7月23日 認定補聴器技能者に対する講習（岡山開催）～24日 

7月25日 第4回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 
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7月28日 介護テクノロジー等モニター調査事業・プレゼン企業説明会 

7月29日 

福祉用具プランナー研修 認定試験委員会 

生協助成金 第３回動画制作編集会議 

介護テクノロジー等モニター調査事業・プレゼン企業説明会 

7月30日 認定補聴器技能者に対する講習（神奈川開催）～31日 

8月1日 福祉用具テーマ別セミナー「車椅子の点検・整備」 

8月4日 第1回介護機器の安全利用に関する検討委員会 

8月6日 
介護テクノロジー等モニター調査検討委員会 

認定補聴器技能者に対する講習（大阪開催）～7日 

8月13日 生協助成金事業 動画出演者宅訪問（東京都日野市） 

8月16日 生協助成金事業 動画出演者宅訪問（東京都国分寺市） 

8月18日 認定補聴器技能者 第Ⅲ期養成課程講習会（浜松町）～22日 

8月19日 自立支援機器を活用する就労支援プロジェクト 第1回審査委員会 

8月21日 ニーズ・シーズマッチング強化事業企画委員会 

8月25日 第5回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

8月29日 
補聴器技能者試験部会 問題選定会議 

就労支援プロジェクト 内定企業を対象とした事業説明会 

8月30日 福祉用具テーマ別セミナー「福祉用具と考える住宅改修」 

8月31日 補聴器協議会 

9月1日 
義肢装具士国家試験 実地分野打合せ会議 

認定補聴器技能者に対する講習（東京開催）～2日 

9月3日 リフトリーダー養成研修～４日 

9月6日 認定補聴器専門店審査部会 

9月8日 義肢装具士国家試験 問題選定会議 

9月9日 介護機器の安全利用に関する整理・報告・発信 第1回事例検討部会 

9月10日 福祉用具テーマ別セミナー「ノーリフトケア」（福岡県） 

9月16日 福祉用具プランナー管理指導者（車椅子シーティングコース）～22日 

9月19日 第２回厚生労働省が行う導入支援の対象となりうる製品の検討委員会 

9月24日 補聴器技能者試験部会 問題校正会議 

9月25日 第6回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

9月26日 階段昇降機安全指導員講習（基礎講習） 

9月30日 
知的障害者の支援機器の利用実態等に関する調査 第１回検討会 

支援機器を活用する就労支援プロジェクト 第2回評価検討会 

10月1日 生協助成金 撮影（世田谷区） 

10月5日 生協助成金 撮影（日野市） 

10月6日 義肢装具士国家試験 問題決定会議 

10月11日 生協助成金 撮影（国分寺市） 



 - 21 -

10月14日 介護機器の安全利用に関する整理・報告・発信  第2回事例検討部会 

10月16日 福祉用具プランナー認定講習～22日 

10月27日 第7回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

10月31日 福祉用具テーマ別セミナー（徳島開催） 

11月5日 第33回認定補聴器技能者試験（ベルサール新宿グランド） 

11月10日 義肢装具士国家試験 問題検閲会議 

11月11日 認定補聴器技能者更新書類審査委員会 

11月12日 福祉用具プランナー管理指導者養成研修（福祉用具工学コース）～１８日 

11月17日 第Ⅱ期養成課程集合講習日程①（ベルサール新宿住友ホール）～２１日 

11月21日 第8回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

11月25日 介護テクノロジー等活用ミーティング～29日 

11月26日 認定補聴器技能者更新審査制度のあり方に係る検討WG 

12月1日 第Ⅱ期養成課程集合講習日程②（ベルサール新宿住友ホール）～５日 

12月8日 
義肢装具士国家試験 問題校正会議 

介護機器の安全利用に関する整理・報告・発信  第３回事例検討部会 

12月10日 福祉用具プランナー認定講習～１６日 

12月18日 
ニーズ・シーズマッチング交流会・東京会場（浜松町）～20日 

可搬型階段昇降機安全指導員講習（基礎講習） 

12月19日 認定補聴器技能者試験部会 合否判定会議 

12月23日 
第9回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

第3回厚生労働省が行う導入支援の対象となりうる製品の審査委員会 

12月26日 補聴器協議会WG 

1月9日 義肢装具士国家試験 最終問題校正会議 

1月15日 第Ⅰ期養成課程スクーリング日程①（ベルサール新宿セントラルパーク）～１６日 

1月19日 福祉用具プランナー管理指導者養成（管理・指導コース）～２５日 

1月22日 第Ⅰ期養成課程スクーリング日程②（ベルサール新宿セントラルパーク）～２２日 

1月26日 
第10回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

福祉用具の安全な利用を推進する冊子 第1回検討会 

1月28日 福祉用具テーマ別セミナー「福祉用具のヒヤリハットから学ぶ」 

1月29日 
認定補聴器技能者養成部会 

福祉用具の安全な利用を推進する冊子 第2回検討会 

1月30日 介護テクノロジー等シンポジウム 

1月31日 
認定補聴器専門店書類審査・実地調査委員会議 

認定補聴器専門店審査部会 

2月4日 リフトリーダー養成研修～5日 

2月15日 補聴器協議会 

2月17日 第３回理事会 
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2月20日 第39回義肢装具士国家試験（ベルサール東京日本橋） 

2月24日 第11回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

2月25日 介護機器の安全利用に関する整理・発信 第２回検討委員会 

3月2日 ニーズ・シーズマッチング交流会 第2回企画委員会 

3月3日 知的障害者の支援機器の利用実態等に関する調査 第2回検討会 

3月4日 介護テクノロジー等モニター調査検討委員会 

3月9日 義肢装具士国家試験 問題審査・合否案決定会議 

3月23日 第4回厚労省が行う導入支援の対象となりうる製品の検討委員会 

3月25日 第12回介護保険給付対象福祉用具情報検討委員会 

3月26日 第39回義肢装具士国家試験 合格発表 

 


